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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 
本稿は，地域エコシステム論の枠組みを用いて，新興国ハイテク産業のグローバル・バリュ
ー・チェーン（GVC）参入と高度化のプロセスと諸条件を考察した。それに際して，事例とし
て大連市ソフトウェア・ITES産業を用いた。地域エコシステム構築を通じたGVC参入が，ITを
基盤技術とする現代に特有な新興国地域の発展モデルになるという仮説を明示して，GVC論を
踏まえたエコシステム論としての理論的な独自性を主張したい。  
第一章では，研究背景を踏まえて，新興国における地域産業としてのハイテク産業はいかに
して生成して発展したのかを問題として提起した。そして，地域エコシステム論，GVCと産業
高度化論，頭脳循環論，企業者論，中国および大連市ソフトウェア・ITES産業に関する研究な
どの先行研究を検討して，本論文の課題と分析視角を明確した。  
ICTの発達によるグローバル化進展の中で，新興国の台頭を無視することができない。しか
し，新興国におけるハイテク産業の創出は決して容易なことではない。これまでの先行研究は
新興国ハイテク産業が産業集積という観点から把握され，また世界経済の中での比較優位の変
化に影響されるものとして捉えられてきた。本稿は，新興国のハイテク産業は市場メカニズム
だけでも，政府の政策だけでも形成されるものではなく，複数の関係主体や，それらの 連携
した経済システムによって創出されると主張した。先行研究を踏まえ，そうしたシステムを記
述する枠組みとして，地域エコシステム論が妥当であると判断した。そして，地域エコシステ
ムに促進される企業と産業の発展過程を記述するには，GVC論が有効だと考えた。新興国ハイ
テク産業の場合，一般的に労働集約的工程からGVCに参入し，その後，一定の成長を経てバリ
ューチェーンの高度化へと進むと考えられる。新興国ハイテク産業において，GVCにおける位
置に応じた異なるエコシステムが必要になる。 
そこで本稿では，地域エコシステム論とGVC論を踏まえ，新興国ハイテク産業のエコシステ
ムについてGVCへの参入，成長，高度化の3段階把握という枠組みを提示した。エコシステム分
析の切り口として，発展方向，生産要素の供給，需要創出，企業者活動，諸要素によるシステ
ム化のあり方とその担い手を用いた。 
以上の枠組みにより，本稿は大連市ソフトウェア・ITES産業を事例にして，同産業のエコシ
ステムを，時期区分をした上で，時期ごとの有効なあり方が異なるものとして論じた。それに
際して，産業課題の変化から時期区分を行って，大連市同産業のエコシステムを1990年代の産
業形成期，2000年代の産業成長期と2010年代の産業転換期の三つの発展段階に区分して考察を
行った。 
第二章，第三章，第四章では，大連市ソフトウェア・ITES産業の形成期，成長期と転換期に
ついて，それぞれの課題，発展目標及びエコシステムの構築について論じた。それに際して，
地方政府の示す発展方向，生産要素の供給，需要創出，諸要素によるシステム化を切り口とし
て，各時期における課題と地域エコシステムの構築について分析を行った。 
産業形成期において，中国と大連市に存在した様々な制度的制約と市場の未整備に対して，
産学官の諸主体が活発に活動し，GVC参入を目指して，大連市ソフトウェア・ITES産業を形成
させた。こうした中，市政府がソフトウェア産業振興の姿勢を明確にした。供給面では政府機
関と大学からの企業創出，インフラストラクチュアが決定的であった。需要面では日本からの
オフショア開発需要の獲得が重要であった。これらの諸要素をつなげてシステム化するために
は，産学官のキーパーソンの連携したネットワークが大きな役割を果たしていた。初期のエコ
システムは，確かに産学官連携によるものであったが，それを担う個人の顔が見えるような段
階にあった。 
産業成長期において，大連市ソフトウェア・ITES産業におけるエコシステムの目的は，生成
した産業の規模を拡大することにあった。政府は産業規模拡大のため，地域開発と企業誘致を
進めた。地域開発と企業誘致は相乗効果を生み，さらに評判効果によって「企業が企業を呼ぶ」
ことで集積が発展した。個々の企業者活動は続いていたが，制度的企業家の顔が見えなくなっ
た。こうしてエコシステムは政府と企業の機関としての取り組みと市場における集積効果に依
拠するものになった。 
産業転換期において，地域エコシステムの構築は国内外環境変化に強く影響されている。労
働集約的な対日オフショア開発のために編成された事業とエコシステムが，早くも旧結合とし
て克服の対象になって，大連市同産業はオフショア開発の高度化と国内市場開拓をめざすべき
局面に入った。供給の面では，パーク開発は進んで量的拡大には十分貢献しているが，政府の
質的強化支援とハイレベル人材供給がまだ顕著な成果を上げていない。市場転換に対応した需
要創出については，個々の企業ベースで高度化と国内市場開拓の動きはあるものの，まだ試行
と模索の意味を脱していない。個々の企業者活動とは別に，イノベーション創出のための制度
的企業者活動が必要である。また，企業や産業ベースからのネットワーク構築が必要になり，
政府はそれを支援することが焦点になると予想される。 
第五章では， 6社を事例として取り上げ，産業形成期と産業成長・転換期におけるそれぞれ
の企業者活動を検討した。それに際して，企業者活動と地域エコシステムの関係，企業者活動
と制度的企業者活動の関係をまとめた。産業形成期において，企業者は活発な企業者活動を展
開し，各社のビジネスを発展させるものであると同時に，エコシステムの形成に貢献していた。
当時の独自な条件が，このような企業者活動一般と制度的企業者活動の重なりをもたらしたの
である。成長・転換期になると，GVCに沿ったオフショア開発の高度化と中国国内市場開拓の
二つ課題が現れ，そうした重なりがなくなる。もはや企業者活動と制度的企業者活動は，区別
されねばならないのである。 
第六章では，本論文の結論をまとめ，残された課題を述べた。結論は以下の通りである。 
新興国におけるハイテク産業の創出は複数の関係主体や，それらの連携した経済システムに
よる地域エコシステムの構築にある。しかも，異なる課題に対応するため，発展段階によって
地域エコシステムの在り方が変化し続けている。本論文は大連市ソフトウェア・ITES産業の事
例を通して，このあり方と変化をとらえようとした。その結果，新興国ハイテク産業の地域エ
コシステム構築について，第1章で提示した形成期（GVC参入），成長期（GVC成長）と転換期
（GVC高度化）の三段階のモデルの有効性が確認され，内容が豊富化された。 
形成期において，新興国ハイテク産業における地域エコシステムの目的は先進国と異なり，
大学の研究成果の産業化ではなく，GVC参入である。新興国では，労働集約的な活動への参入
のためにも地域エコシステムの構築が必要である。まず，発展の目的を明確に設定したうえ，
それに沿って諸主体の行動を促す必要がある。地方政府による産業政策は，その有効な方法で
ある。そして，産業に必要な生産要素は自由放任の市場で供給されないため，潜在する資源を
活かす，或いは要素賦存上の不利を逆転させる必要がある。新興国の場合，先進国からの知識
伝達が大きな役割を果す。需要の面では，「最初の需要」を海外市場から獲得する必要がある。
そして，諸要素を結合し，システム化するには，産学官の組織としての連携のほか，キーパー
ソンの連携した働きが大きな役割を果たす。 
その後，成長期において，量的拡大による産業集積が課題になる。政府は集積の形成と拡大
を新たな発展方向として設定する。生産要素の供給として，労働集約的な工程を担うために大
規模な人材育成・誘致を行う。需要の面では，これまでの呼び込んだ需要をさらに引き寄せる。 
そして，地域エコシステムの諸要素は形成期の延長線上にあってさらに発展したものになって，
形成期と異なるシステム化のあり方が求められる。こうして，地域エコシステム構築による集
積効果で供給と需要の双方が成長し，地域産業としての競争力が高まり，規模の経済性が現れ
る。さらに，評判効果で「企業が企業を呼ぶ」現象が起きて，地域開発における正の外部性が
生じる。この時期の地域エコシステムは，政府と企業の機関としての取り組みと市場における
集積効果に依拠したものになる。 
しかし，比較的早い段階に転換期に入って，それまで形成された地域エコシステムが機能し
えなくなる。環境変化の下では，労働集約的工程のために編成された事業とエコシステムが，
旧結合として克服の対象になる。そこで，地域エコシステム転換向けの新たな発展方向はイノ
ベーション創出である。生産要素の面では，イノベーション創出に向かって供給能力を向上さ
せねばならない。需要の面では，新たに研究や技術を産業化するため，GVCの高度化と新たな
市場開拓に応える需要創出が必要になる。政府がイノベーション創出の姿勢を明確にして，政
府の内部，或いは企業内にいる複数のキーパーソンが，相互にネットワークを持ち，連携しな
がら新たな制度を創造し，ないし既存制度を変革するために資源を使う制度的企業活動を行う
ことが求められる。 
今後，理論的には新興国ハイテク産業の3段階論における課題を解明するために，大連市ソ
フトウェア・ITES産業の事例だけでは足りなく，他の国、或いは他の違う地域ハイテク産業に
ついて検討し、対象にする必要がある。また，大連市ソフトウェア・ITES産業の発展史の実証
としては，転換期における制度的企業家とシステムのあり方の関係について明らかにすべきだ
と考える。 
 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
 本論文は，大連市ソフトウェア・ITES産業の事例分析を通して，新興国ハイテク産業におけ
る地域エコシステムの諸条件を考察し，その発展段階モデルを提示したものである。これまで
著者が査読を経て『アジア経営研究』誌に発表した共著（第一著者）論文1本と単著論文2本，
また研究年報『経済学』に投稿中の単著論文1本に基づいているが，大幅に加筆・修正されて
一つのまとまりを持った論文に仕上げられている。論旨は以下のとおりである。 
 第1章では，問題意識，先行研究の検討，課題と分析視角，研究方法が提示される。著者は，
先行研究の検討を踏まえて，新興国におけるハイテク産業拠点形成を論じるためには，産業ク
ラスター論よりも地域エコシステム論が適切であること，地域エコシステム論とグローバル・
バリューチェーン（GVC）論を併用すべきことを主張する。すなわち，地域エコシステムの発
展段階をGVCへの参入，成長，高度化の3段階区分で把握しようというのである。その切り口と
して発展方向，供給能力強化，需要創出，企業者活動，諸要素のシステム化のあり方と担い手，
の5点を提示する。そして，途上国におけるGVC参入に向けた地域エコシステム構築という発展
モデルの妥当性を検証し，豊富化するための事例として大連市ソフトウェア・ITES産業をとり
あげることが提示される。研究方法はインタビュー調査に基づく事例分析である。 
 第2，3，4章では，大連市ソフトウェア・ITES産業の形成期，成長期，転換期について，上
記の切り口によって地域エコシステムの構築を通じたGVC参入の具体的な分析が行われる。 
 産業形成期において，中国と大連市に存在した様々な制度的制約と市場の未整備を克服すべ
く，産学官の諸主体が活発に活動し，大連市ソフトウェア・ITES産業を形成させた。市政府は
ソフトウェア産業振興の姿勢を明確にした。供給面では政府機関と大学からの企業創出，大連
ソフトウェアパークの整備が決定的であった。需要面ではGVCとしての日本からのオフショア
開発需要の獲得が重要であった。これらの諸要素をつなげてシステム化するために，産学官の
キーパーソンの連携した，顔の見える制度的企業家のネットワークが大きな役割を果たしてい
た。 
 産業成長期において，エコシステムの目的は，地域のハイテク産業集積を促進する制度整備，
及び形成されたハイテク産業の規模を拡大することと，GVC参入の拡大・深化にあった。政府
は産業規模拡大のため，地域開発と企業誘致を進めた。この地域開発と企業誘致は相乗効果を
生み，さらに評判効果によって「企業が企業を呼ぶ」ことで集積が発展した。地域エコシステ
ムは，政府と企業が連携する新たな制度として，市場における集積効果に依拠しつつ，これを
促進するものになった。 
 産業転換期において，国内外の環境変化と賃金コストの高騰によって，労働集約的な対日オ
フショア開発のために編成された事業組織と制度化された地域エコシステムが，早くも旧結合
として克服の対象になった。大連市ソフトウェア・ITES産業はオフショア開発の高度化と国内
市場開拓をめざすべき局面に入った。供給の面では，パーク開発は進んで量的拡大には十分貢
献しているが，政府の質的強化支援とハイレベル人材供給が未だ十分な成果を上げていない。
市場転換に対応した需要創出については，個々の企業ベースで高度化と国内市場開拓の動きは
あるものの，まだ試行と模索の意味を脱していない。既存の地域エコシステム変革のためには，
産学連携によるイノベーション，それに向けたプラットフォーム構築，ローカル需要の掘り起
こしが必要である。 
 第5章では，6社の事例により，産業形成期と成長・転換期におけるそれぞれの企業者活動が
検討される。産業形成期において展開された活発な企業者活動は，各社のビジネスを発展させ
るものであると同時に，人材育成体制の整備，ソフトウェアパークの機能充実や頭脳循環の先
駆的実現など，エコシステムの形成に貢献していた。当時の独自な条件が，このような企業者
活動一般と制度的企業者活動の重なりをもたらしたのである。成長期に入ると，そうした重な
りはなくなり，制度化された地域エコシステムの下で企業者活動が促進された。 
 第6章では結論が述べられる。大連市ソフトウェア・ITES産業の事例を通して，新興国ハイ
テク産業の地域エコシステム構築に関する三段階モデルという枠組みの有効性が確認され，内
容が豊富化されたことが述べられる。とくに，形成期にはGVCに参入するための地域エコシス
テムの構築が必要とされること，転換期には，成長期を実現した地域エコシステムがイノベー
ションを創出しようとする企業者活動を制約する，という逆転が生じ，制度的企業者活動の必
要性が提起されること，ここにおいて先進国と同様に研究の産業化のための産官学連携ネット
ワークが求められること，エコシステム構築に当たっては，形成期においてキーパーソンネッ
トワークが求められるが，成長期にはむしろそれは後景に退き，転換期になって再び重要性が
増すことなど，独自の論点が提示されている。 
 以上の論旨を持つ本論文について本審査会は以下のように評価する。 
 本論文は，新興国におけるハイテク産業の育成において，先進国と異なる独自の諸条件が存
在することに鋭く注目して，GVC論を組み込んだ地域エコシステムの3段階区分という独自モデ
ルを提示した。とくに，ハイテク産業形成において，先進諸国の産学連携のように大学におけ
る先端研究成果の産業化がただちに課題とされるのではなく，まずはGVCへの参入が最大の目
的とされ，その参入のためだけにも地域エコシステムの構築が求められるという論点を組み込
んだことは重要である。このモデルは，本論文による大連市ソフトウェア・ITES産業に関する
事例分析によって裏付けられ，豊富化されたのである。8年間，56回にわたるインタビュー調
査によって明らかにされた大連におけるソフトウェア・ITES産業の発展分析は詳細なものであ
り，各期の事実関係とその変遷についての叙述には強い説得力がある。ただ，形成期，発展期
に比べて転換期における地域エコシステムの変化の分析がやや薄く，とくに産官学連携による
イノベーション創出という課題に向かってのシステム変革については，まだ一般的な必要性の
提起にとどまっている。しかし，これは今後の研究課題と位置付けるべきだろう。 
 結論として，本審査会は，本論文が博士（経済学）の学位を授与するに値するものと判断す
る。 
 
